
 
 

         

 

 

 

Ⅰ 事業報告 

 常任理事（総務担当） 阿部 重樹 

 

2024年度に実施した主な事業の概要について、次のとおり説明致します。 

 

 

一．学校法人部門 

学校法人東北学院は 2025年 4月 1日施行の改正私立学校法に対応するため関連規定の整

備を順調に進めて、2024年 12月 19日および 2025年 1月 22日付で寄附行為の改正が認可

されました。この改正は、理事会と評議員会の役割明確化や内部統制システムの整備など、

学校法人のガバナンス強化を目的としているものですが、なおこの点に関連して、本院ガバ

ナンス・コードの実施状況の点検評価については 2024年度も良好な結果でした。 

続いて、包括連携協定について、2023年度に締結をした株式会社ベガルタ仙台との包括連

携協定に基づき、東北学院大学泉キャンパス内に「ＴＧベガルタ仙台フィールド」およびク

ラブハウスを整備し、2025年 3月 12日にオープニングセレモニーを開催しました。加えて、

同協定の一環として、ベガルタ仙台から元Ｊリーガーの佐々木勇人氏を東北学院大学サッカ

ー部のヘッドコーチに招聘し、競技力向上を図っています。2025 年 1 月には新たに東北医

科薬科大学と包括連携協定を締結し、両法人の強みを活かしたより質の高い教育・研究を推

進することになります。 

また、法人一体となった中高大連携の取組として、「アントレプレナーシップ教育」の展開

が付け加えられました。 

 

 

二．大学部門 

2023年度に作成した点検・評価報告書の提出により、公益財団法人大学基準協会による大

学評価（認証評価）を受審し、長所 2点、改善点 2点を含めて適合の評価結果が通知されま

した。 

また、文部科学省「デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構築事業」の補助を受け

て 2022 年度から準備を進めてまいりました、経済学研究科経済データサイエンス専攻修士

課程の設置計画について、文部科学大臣から届出受理の通知があり、2025年度の開設が確定

しました。 

※決算の概要については、「2024年度事業報告書」の「Ⅲ.財務の概要」をご参照下さい。 

学校法人東北学院



さらに次の教学組織改編計画として理系新学部設置、既存学部改編を柱とした 2027年度

教学組織改編計画概要を策定し、理系新学部設置に関しては独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構大学・高専機能強化支援事業の補助対象校として選定されました。 

文部科学省の補助事業である私立大学等改革総合支援事業では、4 つのタイプの支援対象

のうち、本学はタイプ 3の「地域社会への貢献（地域連携型）」が選定されました。 

 

 

三．中学校・高等学校部門 

これまで取り組んでまいりました共学化を伴う学校改革の 1つの節目として、東北学院中

学校・高等学校では、2024年度は初めての女子の卒業生を送り出すことができました。 

また、中高大連携事業において、2024 年度からの取り組みとして中学 3 年生の工学部実

習の実施なども加わり、さらに連携を深めることができました。 

部活動では、中学校、高等学校ともに、2024年度も大いに成果を上げました。特に、高校

陸上部や高校弓道部などは全国大会で入賞をし、また高校サッカー部は 37 年ぶりに全国高

校サッカー選手権に出場し、ベスト 16 の成績をあげることができました。大会出場に際し

ては多くの皆様からのご声援、ご支援を頂戴したことに心より感謝申し上げます。 

 

 

四．榴ケ岡高等学校部門 

2024年度は進学重視型単位制に移行してから 2年目を迎え、「個別最適な学び」が実現で

きる体制の確立を目指して、まず 2年次の理科・地歴公民において、2019年度からスタート

しておりますコース制の枠を超えた進路希望に応じた選択科目が展開されました。 

また、2025年度から大学泉キャンパス 2号館へ移転することから、2024年度の 1年をか

けて、新しい教育環境の設定とその環境の下で行われる新たな教育活動について、校舎移転

委員会を中心に検討を繰り返してきました。こうした検討の成果をふまえて新しく整備され

た教育環境の下で、更なる教育活動の充実を目指し、榴ケ岡高校の生徒が大学生のようなキ

ャンパスライフを過ごすことにより、本校がさらに「入りたい高校」として評価される魅力

ある高校づくりを目指すこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

五．幼稚園部門 

2024 年度に大きく歩を進めることができたものを項目的に列挙いたしますと、①入園児

確保にあたって、設置学校及び法人各部署との連携を強化したこと、②満 3歳児クラスを独

立させ、教員 1名を新たに採用し、満 3歳児の受け入れ体制整備を行ったことにより満 3歳

児の入園希望者が増えたこと、③TG Grand Vision 150の重点項目「体験教育」の 1つとし

て、2024 年度は新たに 1 年のまとめとなる後期の参観日を幼稚園発表会として、この幼稚

園発表会を大学五橋キャンパス押川記念ホールにて実施したこと、などが挙げられます。こ

れらの本園教育活動の下で、園児 1人ひとりがそれぞれの成長を遂げたことに喜びと安堵を

覚えることができた 1年となりました。 

 

 

事業報告の最後になりますが、本事業報告書の冒頭に原田善教理事長の挨拶が掲載されて

おります。ここでは急速に進行する少子化を背景とする危機の時代の中にある私立学校に言

及されつつ、そうした先の見通せない時代において「社会から選ばれる学校」としての学校

法人東北学院の実現を展望しながら、TG Grand Vision 150の第Ⅱ期中期計画に沿って、理

事長としての視点から、2024年度の本院全体の歩みが概略的に振り返られています。ご高覧

いただければ幸いに存じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ 決算報告 

常任理事（財務担当） 鈴木 勇 

 

2024年度は、開設 2年目となる五橋キャンパスの円滑な運用、そして「ひとつのキャンパ

ス構想」の実現を目指して、学部の壁を越えた文理融合の学びの場の整備を行いました。 

また、「東北学院大学アーバンキャンパス計画」に従って多賀城キャンパスの売却を完了す

るとともに、東北学院榴ケ岡高等学校の泉キャンパス 2号館への移転、東北学院大学の課外

活動施設の整備などをはじめとした泉キャンパスの利活用計画を着実に推進するなど、大規

模事業を無事に完了することができました。 

学校法人全体の取り組みとしては、本院の施策を具体的な行動計画に落とし込んだ「TG 

Grand Vision 150 第Ⅱ期中期計画（2020年度～2025年度）」4年目の年であり、これらの

計画の実施に際しても、目標の達成に必要な予算措置を着実に行うことができました。 

このように、様々な事業計画を成就させてなお、財政的影響は所期の予定の範囲内であり、

進捗は引き続き順調であります。 

本院は、今後とも、当該計画と表裏一体のものとして常に伴走してきた「学校法人東北学

院中期財政フレーム第Ⅳ期（2020 年度～2025 年度）」に基づく財務統制や財務規律を堅持

し、本院の事業を永続的、発展的に維持させるため、健全な財務体制のもとで将来に向けた

準備を着々と進めていきたいと考えております。 

これらの事業に対する関係各位のご支援とご協力に感謝を申し上げつつ、2024 年度の決

算につきまして、次のとおり報告いたします。 

 

 事事業活動支支計算書  

2024年度決算の概略につきまして、学校法人の当該会計年度の支支状況を示す「事業活動

支支計算書」に基づき説明いたします。 

 教教育活動支支  

まず、教育活動支支について、教育活動支入計は、2024年度補正予算（以下、「補正予算」

という。）に比べて約 1億 1,006万円の支入増となり、約 195億 5,259万円となりました。 

教育活動支入の中で最も大きな割合を占める学生生徒等納付金は、ほぼ補正予算どおりの

約 155億 3,596万円となりました。 

手数料は、補正予算と比べて約 2,005万円増の約 3億 6,288万円となりました。これは主

に、各設置学校で補正予算編成時に想定した志願者数を上回ったことに伴う入学検定料の増

によるものです。 

寄付金は、特別寄付金及び現物寄付において、補正予算と比べて約 3,221万円の増となり

ました。 

 



 

経常費等補助金は、主に大学部門の私立大学等経常費補助金について、補正予算と比べて

約 7,231万円の増となりました。 

教育活動支出の中で最も大きな割合を占める人件費は、補正予算と比べて約 3,965万円増

の約 89億 3,531万円となりました。 

教育活動支出計は、補正予算に比べて約 1億 9,414万円の支出減となり、約 184億 9,123

万円となりました。 

教育研究経費は、主に消耗品費、光熱水費、旅費交通費及び委託費などにおいて、各部門

が節約に努めた結果、補正予算に比べて約 1億 9,511万円減の約 79億 7,461万円となりま

した。 

管理経費も教育研究経費と同様の理由により、補正予算に比べて約 3,868 万円減の約 15

億 8,131万円となりました。 

その結果、教育活動支支差額は、補正予算と比べて約 3億 419万円増の約 10億 6,136万

円の支入超過となりました。 

 教教育活動外支支  

教育活動外支支差額は、受取利息が予算編成時に見込んだ額より増加したことなどにより、

補正予算と比べて約 1,901万円増の約 1億 8,250万円となりました。 

 教経常支支差額  

教育活動支支差額と教育活動外支支差額を合わせた経常支支差額は、補正予算と比べて約

3億 2,320万円増の約 12億 4,386万円の支入超過となりました。 

 教特別支支  

特別支支について、特別支入計は、主に施設設備に係る現物寄付が増加したことに伴い、

補正予算と比べて約 4,414万円増の約 20億 51万円となりました。 

特別支出計は、資産処分差額の増などにより、補正予算と比べて約 2,396万円増の約 27億

6,579万円となりました。 

その結果、特別支支差額は、補正予算と比べて支出超過が約 2,018 万円減少し、約 7 億

6,528万円の支出超過となりました。 

 教基本金組入当当年度支支差額  

基本金組入当当年度支支差額は、補正予算と比べて約 3億 4,338万円増の約 4億 7,858万

円の支入超過となりました。 

 教基本金組入額合計  

基本金組入額合計は、補正予算と比べて約 2億 275万円増の約 27億 4,922万円となりま

した。 

 教当年度支支差額  

当年度支支差額は、補正予算に比べて支出超過が約 1億 4,063万円改善し、約 22億 7,064

万円の支出超過となりました。 



 

 教基本金取額額  

基本金取額額は、主に大学部門の多賀城キャンパスの売却などにより、補正予算と比べて

約 1億 279万円増の約 166億 1,226万円となりました。 

 教年年度繰越支支差額  

累積の支支を示す年年度繰越支支差額は、支出超過が約 2億 4,342万円改善し、全体とし

て約 99億 6,044万円の支出超過となりました。 

なお、この支出超過は本院の中長期計画「TG Grand Vision 150」及び中長期財政計画によ

ってあらかじめ想定されたものであり、先述のとおり、本院の事業活動は計画に基づき着実

に実行されております。 

参考として、各区分の事業活動支支の合計について、事業活動支入計は、補正予算と比べ

て約 1億 7,321万円増の約 217億 3,691万円、事業活動支出計は同じく約 1億 7,017万円減

の約 212億 5,833万円となりました。 

 

 事資金支支計算書  

資金支支計算書における年年度繰越支払資金については、補正予算と比べて約 1億 7,315

万円増の約 138億 7,774万円となりました。これは、主に運用資産の保有方法の変更に伴う

ものです。 

 

 事支益事業会計  

本院の会計は、学校法人会計と支益事業会計に区分しております。学校法人東北学院寄附

行為第 71条第 3項に従い、支益事業会計の決算上生じた利益金は、その一部または全部を

学校会計に繰り入れており、2024 年度に学校会計に繰り入れた金額は約 4,010 万円となり

ました。 

 

以上、本院は 2024 年度の決算において、概ね補正予算に基づく適切な財政運営を実現す

ることができました。これにより、本院は「TG Grand Vision 150」をはじめとした事業計

画の実現及び本院の永続性を担保するために必要な安定的な財政基盤を維持しているものと

考えております。 

我が国の少子化が今後進行していく状況にあっても、本院はその使命の実現に向け、さら

なる支入の安定化を図るとともに、「TG Grand Vision 150」をはじめとした経営計画及び「東

北学院版『骨太の方針』（2018～2025年度）」などの中長期財政計画に基づく「東北学院中期

財政フレーム第Ⅳ期（2020年度～2025年度）」に従い、経営資源投入の選択と集中を一層推

し進めていく所存です。 

今後とも、関係各位のご協力とご支援を、重ねて心よりお願い申し上げます。 



第一号様式

（単位  円）

  収  入  の  部

△△

授 業 料 収 入

入 学 金 収 入 △

実 験 実 習 料 収 入

施 設 設 備 資 金 収 入

教 育 充 実 費 収 入 △

特 定 保 育 料 収 入

△△

入 学 検 定 料 収 入 △

試 験 料 収 入

証 明 手 数 料 収 入 △

大 学 入 学 共 通 テ ス ト
実 施 手 数 料 収 入

△

△△

特 別 寄 付 金 収 入 △

△△

国 庫 補 助 金 収 入 △

地方公共団体補助金収入 △

施 設 型 給 付 費 収 入 △

施 設 売 却 収 入

設 備 売 却 収 入 △

有 価 証 券 売 却 収 入

補 助 活 動 収 入 △

受 託 事 業 収 入

収 益 事 業 収 入 △

△△

第 ３ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 運 用 収 入

そ の 他 の 受 取 利 息 ・
配 当 金 収 入

△

施 設 設 備 利 用 料 収 入

私 立 大 学 退 職 金 財 団
交 付 金 収 入

△

私学退職金社団交付金収入

そ の 他 の 雑 収 入 △

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 収 入

資　金　収　支　計　算　書

令和6年4月 1日から  

令和7年3月31日まで  

予 算 決 算科            目 差 異

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

-1-− 1 −



△△

授 業 料 前 受 金 収 入 △

入 学 金 前 受 金 収 入 △

実験実習料前受金収入

施設設備資金前受金収入 △

教育充実費前受金収入 △

特定保育料前受金収入 △

△△

退職給与引当特定資産
取 崩 収 入

△

減価償却引当特定資産
取 崩 収 入

前 期 末 未 収 入 金 収 入

貸 付 金 回 収 収 入

預 り 金 受 入 収 入 △

仮 受 金 受 入 収 入

立 替 金 回 収 収 入 △

仮 払 金 回 収 収 入

△△ △△

期 末 未 収 入 金 △ △

前 期 末 前 受 金 △ △ △

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定

予 算 決 算 差 異科            目

前 受 金 収 入

1-21 − 2



（単位  円）

  支　出  の  部

△△

教 員 人 件 費 支 出 △

職 員 人 件 費 支 出 △

役 員 報 酬 支 出

退 職 金 支 出 △

消 耗 品 費 支 出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

奨 学 費 支 出 △

印 刷 製 本 費 支 出

図 書 資 料 費 支 出

研 究 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

修 繕 費 支 出 △

保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出

学 生 指 導 費 支 出

諸 会 費 負 担 金 支 出

支 払 報 酬 手 数 料 支 出

委 託 費 支 出

福 利 費 支 出

雑 費 支 出 △

消 耗 品 費 支 出 △

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

修 繕 費 支 出

保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出

諸 会 費 負 担 金 支 出

支 払 報 酬 手 数 料 支 出

委 託 費 支 出

広 告 費 支 出

公 租 公 課 支 出 △

福 利 費 支 出

雑 費 支 出

借 入 金 利 息 支 出

借 入 金 返 済 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

管 理 経 費 支 出

差 異

教 育 研 究 経 費 支 出

人 件 費 支 出

科            目 予 算 決 算
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土 地 支 出

建 物 支 出

構 築 物 支 出 △

建 設 仮 勘 定 支 出

△△

教育研究用機器備品支出 △

管 理 用 機 器 備 品 支 出 △

図 書 支 出 △

△△

第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定
資 産 繰 入 支 出

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定
資 産 繰 入 支 出

△

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

△

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

△

教 育 研 究 機 器 備 品 引 当
特 定 資 産 繰 入 支 出

緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

１５０周年記念事業引当
特 定 資 産 繰 入 支 出

△

△△

貸 付 金 支 払 支 出

前期末未払金支払支出

預 り 金 支 払 支 出 △

前 払 金 支 払 支 出

仮 受 金 支 払 支 出

立 替 金 支 払 支 出 △

仮 払 金 支 払 支 出

△△ △△ △△

期 末 未 払 金 △ △

期 末 長 期 未 払 金 △ △ △

前 期 末 前 払 金 △ △ △

△△

支 出 の 部 合 計

差 異

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

資 金 支 出 調 整 勘 定

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

科            目 予 算 決 算

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

〔 予 備 費 〕
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第四号様式

（単位  円）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

特 別 寄 付 金 収 入

経 常 費 等 補 助 金 収 入

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

施 設 設 備 寄 付 金 収 入

施 設 設 備 補 助 金 収 入

施 設 設 備 売 却 収 入

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 取 崩 収 入

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

教 育 研 究 機 器 備 品 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

△

△

△

教

育

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

収

入

施

設

整

備

等

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

科            目

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額

差 引

調 整 勘 定 等

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 計

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 計

支

出

金 額

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書

令和6年4月 1日から  

令和7年3月31日まで  

金 額

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

差 引

調 整 勘 定 等

科            目

教 育 活 動 資 金 収 入 計

教 育 活 動 資 金 支 出 計

収

入

支

出
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有 価 証 券 売 却 収 入

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 取 崩 収 入

貸 付 金 回 収 収 入

預 り 金 受 入 収 入

立 替 金 回 収 収 入

仮 払 金 回 収 収 入

小　　　　計

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

収 益 事 業 収 入

借 入 金 等 返 済 支 出

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

１ ５ ０ 周 年 記 念 事 業 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

貸 付 金 支 払 支 出

預 り 金 支 払 支 出

仮 受 金 支 払 支 出

立 替 金 支 払 支 出

仮 払 金 支 払 支 出

小　　　　計

借 入 金 等 利 息 支 出

△

収

入

支

出

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

そ の 他 の 活 動 資 金 収 支 差 額

差 引

調 整 勘 定 等

科            目 金 額
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活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

（単位  円）

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △

△ △ △

前 払 金 支 払 支 出

期 末 未 払 金

前 期 末 未 収 入 金 収 入

期 末 未 収 入 金

前 期 末 前 受 金

収 入 計

前期末未払金支払支出

そ の 他 の 活 動
に よ る 資 金 収 支

項 目
資 金 収 支 計 算 書
計 上 額

教 育 活 動
に よ る 資 金 収 支

前 受 金 収 入

施 設 整 備 等 活 動
に よ る 資 金 収 支

期 末 長 期 未 払 金

支 出 計

収 入 計 － 支 出 計

前 期 末 前 払 金
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第五号様式

（単位  円）

△△

△

△

△△

△

△

△

△△

△

△

△△

△

△

△

△

△

△

△△

特 定 保 育 料

事 業 活 動 収 支 計 算 書

令和6年4月 1日から  

令和7年3月31日まで  

教

育

活

動

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目 予 算 決 算 差　　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金

授 業 料

入 学 金

手 数 料

試 験 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

地 方 公 共 団 体 補 助 金

付 随 事 業 収 入

受 託 事 業 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

施 設 設 備 利 用 料

私立大学退職金財団交付金収入

施 設 型 給 付 費

教 育 充 実 費

国 庫 補 助 金

実 験 実 習 料

施 設 設 備 資 金

入 学 検 定 料

証 明 手 数 料

大 学 入 学 共 通 テ ス ト
実 施 手 数 料

特 別 寄 付 金

現 物 寄 付

そ の 他 の 雑 収 入

補 助 活 動 収 入
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△△

△

△

△

△

△

△

△

△

△△

予 算 決 算 差　　　　異

雑 費

委 託 費

福 利 費

雑 費

支 払 報 酬 手 数 料

教

育

活

動

収

支

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目

光 熱 水 費

徴 収 不 能 額 等

教 育 活 動 支 出 計

旅 費 交 通 費

減 価 償 却 額

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

保 険 料

賃 借 料

諸 会 費 負 担 金

賃 借 料

学 生 指 導 費

諸 会 費 負 担 金

支 払 報 酬 手 数 料

委 託 費

福 利 費

消 耗 品 費

広 告 費

公 租 公 課

人 件 費

教 員 人 件 費

職 員 人 件 費

教 育 研 究 経 費

光 熱 水 費

管 理 経 費

役 員 報 酬

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

消 耗 品 費

奨 学 費

減 価 償 却 額

印 刷 製 本 費

図 書 資 料 費

研 究 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

保 険 料

旅 費 交 通 費

教 育 活 動 収 支 差 額
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△△

△

△△

△

△△

△△

△△

△△

△

△

△△

△△

△

△

△△

△△ △△ △△

△△

△△ △△

△△ △△ △△

△△ △△

△△

△△ △△ △△

△△

資 産 処 分 差 額

施 設 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

特 別 支 出 計

そ の 他 の 特 別 収 入

現 物 寄 付

特 別 収 入 計

予 算 差　　　　異

予 算 決 算 差　　　　異

資 産 売 却 差 額

施 設 売 却 差 額

そ の他 の教 育活 動外 支出

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

基 本 金 組 入 額 合 計

（参考）

事 業 活 動 支 出 計

特 別 収 支 差 額

〔予備費〕

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

特

別

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目

施 設 設 備 寄 付 金

施 設 設 備 補 助 金

設 備 処 分 差 額

教

育

活

動

外

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目

経 常 収 支 差 額

予 算 決 算 差　　　　異

受 取 利 息 ・ 配 当 金

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
運 用 収 入

その他の受取利息・配当金

そ の他 の教 育活 動外 収入

教 育 活 動 外 収 入 計

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目 予 算 決 算

収 益 事 業 収 入

差　　　　異

借 入 金 等 利 息

借 入 金 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

決 算
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第七号様式

（単位  円）

 　資　産  の  部

△△

　有　形　固　定　資　産                                △△

土 地 △

建 物 △

構 築 物
教 育 研 究 用 機 器 備 品 △

管 理 用 機 器 備 品 △

図 書
車 輌 △

建 設 仮 勘 定
　特　定　資　産                                

第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 △

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産
教 育 研 究 機 器 備 品 引 当 特 定 資 産
緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産
創立１３５周年記念事業引当特定資産
創立１５０周年記念事業引当特定資産

△△

電 話 加 入 権
施 設 利 用 権 △

有 価 証 券 △

長 期 貸 付 金 △

長 期 運 用 預 金

　流　  動  　資  　産                                    

現 金 預 金
未 収 入 金 △

貯 蔵 品 △

短 期 貸 付 金 △

有 価 証 券 △

前 払 金 △

立 替 金 △

仮 払 金

　資　産　の　部　合　計                                △△

 　負　債  の  部

　固　  定　  負  　債                                    △△

長 期 未 払 金 △

退 職 給 与 引 当 金 △

　流　  動  　負  　債                                    △△

短 期 借 入 金 △

未 払 金 △

前 受 金 △

預 り 金
仮 受 金 △

　負　債　の　部　合　計                                △△

 　純　資　産  の  部

　基　本　金 △△

第 １ 号 基 本 金 △

第 ２ 号 基 本 金
第 ３ 号 基 本 金
第 ４ 号 基 本 金

　繰　越　収　支　差　額 △△ △△

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ △

純　資　産　の　部　合　計

負債及び純資産の部合計 △△

 貸　　借　　対　　照　　表
令和7年3月31日

本 年 度 末

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

科 目

科 目

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

前 年 度 末 増 減

　固  　定 　 資  　産                                    

　そ　の　他　の　固　定　資　産                            

科 目

-7-
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[[注注　　記記]]
1.重要な会計方針

引当金の計上基準
　徴収不能引当金

貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
　退職給与引当金

その他の重要な会計方針
　有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。
　たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法である。
　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

仮受金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更等
該当なし

3.減価償却額の累計額の合計額 円

4.徴収不能引当金の合計額 円

5.担保に供されている資産の種類及び額
土地 円
建物 円

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策
　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

有価証券の時価情報
①総括表

(単位 円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超
えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超
えないもの

△ 168,560,700

（うち満期保有目的の債券） (△168,560,700)

合　　　　　計 △ 137,007,551

（うち満期保有目的の債券） (△168,030,700)

時価のない有価証券

有価証券合計

(注２)金銭の信託における時価の算定は、受託者が合理的に算出した価格によっている。
　　　低いのでカッコ書きとしている。

①学校法人及び大学の教職員の退職金の支給に備えるために、期末要支給額4,136,005,981円の100%を
基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額
を計上している。

②高等学校以下の教職員の退職金の支給に備えるために、期末要支給額1,510,076,462円の100%を基にし
て、私学退職金団体からの交付金を控除した金額を計上している。

種 類
当年度（令和7年3月31日）

(注１)満期保有目的の債券における当年度末の評価損益は償還期限まで所有するため、実現する可能性が
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②明細表
(単位 円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

債 券 △ 166,414,700

株 式

投 資 信 託

貸 付 信 託

そ の 他 △ 1,616,000

合　　　　　計 △ 137,007,551

時 価 の な い 有 価 証 券

有　価　証　券　合　計

学校法人の出資による会社に係る事項
　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①平成21年４月１日以降に開始したリース取引
  　リース物件の種類  　   　リース料総額  　 　未経過リース料期末残高　

   教育研究用機器備品 56,971,530円 27,473,299円
   管理用機器備品 20,936,520円 9,313,876円
　 教育研究用消耗品 264,000円 158,400円

関連当事者との取引
　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

種 類
当年度（令和7年3月31日）

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおりである。

名　　　　　称 株式会社ＴＧサポート

事　業　内　容

資 本 金 の 額 9,000,000円 180株

学校法人の出資金額等 9,000,000円 180株 当該会社の総株式等に占める割合100％

当該株式等の入手日 平成29年2月1日 9,000,000円 180株

(単位　円）

寄付金

雑収入

施設利用料

当該会社への支払額 施設管理委託等

(単位　円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等

当該会社への未払金

当該会社への立替金

当該会社からの未収入金

保　証　債　務 当該会社について債務保証は行っていない。

当期中に学校法人が
当該会社から受け入
れた配当及び寄附の
金額並びにその他の

取引の額

当該会社からの受入額

事務用機器、什器、文房具等の販売及びレンタル、建物保守管理の請負又はその仲介斡旋他

役員の
兼任等

事実上の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社

弁 護 士 法 人
三島法律事務所

仙台市
青葉区

550万円 弁護士法人 － 役務の提供 顧問料他 － －

理事 渡 邊 智 彦 － － 弁護士 － － 役務の提供 顧問料 － －

　　（単位　円）

属性
役員、法人
等の名称

住所
資本金又
は出資金

事業内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高
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（単位　円）

資資産産のの部部 金金額額 負負債債のの部部 金金額額

流動資産 流動負債

　現金預金 　前受収益

負負債債合合計計

固定資産 純純資資産産のの部部 金金額額

元入金

利益剰余金

純純資資産産合合計計

資資産産合合計計 負負債債・・純純資資産産合合計計

収 益 事 業 会 計 

貸　　借　　対　　照　　表
令和 7年3月31日現在
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（単位  円）

ⅠⅠ営営業業損損益益

（１）営業収益

賃貸料収入

（２）営業費用

公租公課

営営業業利利益益

ⅡⅡ営営業業外外損損益益

（１）営業外収益

受取利息・配当金

経経常常利利益益

学校会計繰入前利益

学学校校会会計計繰繰入入金金支支出出

税引前当期純利益

法法人人税税、、住住民民税税及及びび事事業業税税

当当期期純純利利益益

収 益 事 業 会 計 

損 　　益　　 計　　 算　　 書

令和 6年4月 1日から  
令和 7年3月31日まで  

科　　　目 金　　　額

-12-− 12 −



Ⅰ資産総額 117,563,625,724 円
　内　基本財産 69,490,897,688 円
　　　運用財産 48,069,228,036 円
Ⅱ負債総額 8,258,075,482 円
Ⅲ正味財産 109,305,550,242 円

一　資産額
（一）　基本財産 69,490,897,688 円
　　　１　土　　　地 534,514.59 ㎡ 16,760,757,056 円

土 樋 校 地 55,721.85 ㎡ 4,115,680,789 円
五 橋 校 地 17,557.15 ㎡ 5,659,896,100 円
多 賀 城 校 地 39,104.24 ㎡ 114,288,484 円
泉 校 地 320,011.10 ㎡ 820,823,143 円
一 番 町 校 地 756.78 ㎡ 14,338,525 円
小 鶴 校 地 97,320.00 ㎡ 5,983,615,382 円
青 根 校 地 3,141.76 ㎡ 5,637,100 円
石 巻 校 地 425.21 ㎡ 15,000,000 円
名 取 校 地 476.5 ㎡ 31,477,533 円

　　　２　建　　　物 252,102.14 ㎡ 38,733,892,786 円
土 樋 建 物 65,436.14 ㎡ 6,528,637,225 円
五 橋 建 物 63,172.10 ㎡ 22,137,486,996 円
多 賀 城 建 物 980.16 ㎡ 66,739,210 円
泉 建 物 89,165.28 ㎡ 5,646,408,928 円
小 鶴 建 物 32,826.16 ㎡ 4,348,712,676 円
石 巻 建 物 310.50 ㎡ 1,037,882 円
そ の 他 建 物 211.80 ㎡ 4,869,869 円

　　　３　図　　　書 1,187,160 冊 7,968,665,023 円

　　　４　教具・校具・備品 15,735 点 3,704,089,695 円

　　　５　そ　の　他 963 点 2,278,613,128 円
構 築 物 673 点 2,231,145,710 円
車 輛 10 点 4,746,068 円
電 話 加 入 権 273 点 273 円
施 設 利 用 権 7 点 42,721,077 円

　　　６　建設仮勘定 44,880,000 円

（二）　運用財産 48,069,228,036 円
　　　１　預金・現金 29,213,820,160 円

現 金 5,822,993 円
普 通 預 金 12,221,919,975 円
定 期 預 金 16,986,077,192 円

　　　２　有 価 証 券 17,911,518,430 円
株 式 31,518,430 円
譲 渡 性 預 金 8,020,000,000 円
そ の 他 の 債 券 9,860,000,000 円

　　　３　そ　の　他 943,889,446 円
未 収 入 金 340,337,222 円
貯 蔵 品 43,948,580 円
前 払 金 23,977,227 円
立 替 金 1,293,337 円
仮 払 金 5,908,860 円
短 期 貸 付 金 4,511,860 円
長 期 貸 付 金 23,912,360 円
長 期 運 用 預 金 500,000,000 円

（三）　収益事業用財産 3,500,000 円
普 通 預 金 3,500,000 円

　 　合　　　　　　　　　　　　計 117,563,625,724 円
二　負債額
　　　１　固 定 負 債 4,294,761,545 円

長 期 未 払 金 683,991,155 円
退 職 給 与 引 当 金 3,610,770,390 円

　　　２　流 動 負 債 3,959,813,937 円
未 払 金 804,581,858 円
前 受 金 2,913,035,000 円
預 り 金 242,197,079 円

　　　３　収益事業用負債 3,500,000 円
前 受 収 益 3,500,000 円

　 　合　　　　　　　　　　　　計 8,258,075,482 円
三　正味財産（資産総額－負債総額） 109,305,550,242 円

財　　産　　目　　録

科 目 年 度 末
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